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沖縄待機児童対策スタディ・グループ 

提言 

1 はじめに 

○ 沖縄県においては、その歴史的経緯もあり、認可保育所の整備が遅れた

ことから、保育所入所待機児童（以下「待機児童」という。）数が東京、神

奈川に次いで多くなっているほか、待機率（待機児童数／利用児童数）を

見ると全国一（5.9％）という状況になっている。 

また、認可外保育施設が保育機能を有する施設として地域に根差し、広

く一般的に社会的に認識され、利用児童数が多いこともその特徴である。 

さらに、5歳児が公立小学校に付設された幼稚園に通うことが慣例となっ

ており、その割合が約 8割に上っている。 

 

○ 本スタディ・グループでは、内閣府と沖縄県が協力して、こうした現状

やその背景・要因について調査・分析し、課題の整理を行うとともに、解

決の方向性についての提言を行うことを目的として、平成 22 年 2 月から、

現地でのヒアリングや実地調査も含めて 4回の会合を重ねてきた。 

 

○ また、市町村担当者や認可外保育施設への緊急アンケート調査を通じて、

できる限り現場の状況を把握することに努めた。 

 

○ 本提言は、本スタディ・グループで行った調査結果を基に、沖縄の現状

を踏まえた待機児童の解消に向けて、今後考えられる対応の方向性と具体

的施策の例をまとめたものである。 

今後の予算編成等における検討のほか、沖縄振興審議会の議論にも反映

させるとともに、子ども・子育て新システム検討会議において検討中の「新

システム」の実現についても視野に入れつつ、施策の具体化を図ることに

より、沖縄県における待機児童問題の改善に少しでも貢献できることを期

待したい。 
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2 沖縄における待機児童と保育ニーズ 

 

【まとめ】 

○ 沖縄県における待機児童数は、平成 21 年 4 月現在で 1,888 人（全国 3 位。

同年 10 月現在で 2,699 人）、待機率は 5.9％（全国 1位）である。 

○ 沖縄県が実施した待機児童実態調査によると、待機児童を解消するために

は、平成 20 年 4 月現在の保育所定員（29,343 人）より約 5､000 人～6､000

人程度の受け入れ枠の増が必要と見込まれている。 

○ 沖縄県においては、全国と比べて認可外保育施設の利用割合が高いが、保育

所待機児童のうち、認可外保育施設に入所している児童も相当数あるものと

見込まれる。 

 

（１）沖縄県における保育の状況 

① 保育所数 

沖縄県の保育所数は、昭和 47～56 年度(第 1次沖縄振興開発計画期間)

で 204 増、昭和 57～平成 3年度（第 2次沖縄振興開発計画期間）で 15 増、

平成 4～13 年度（第 3次沖縄振興開発計画期間）で 1増、平成 14 年度以

降で 47 増と、計画期間でばらつきはあるが徐々に伸び、平成 21 年 4 月 1

日現在 369 箇所（昭和 47 年度比 275 カ所の増）、定員は 29,888 人（昭和

47 年度比 23,487 人増）となり、実際の入所児童数（定員を越えて入所し

た児童を含む）は 32,087 人となっている。 

 

② 待機児童数 

待機児童数は、保育所整備に伴い平成 12 年度までは減少傾向で推移し

たが、その後、横這いとなり、平成 15、16 年度に若干増加に転じ、平成

17、18 年度は 2 年連続で前年より減少したが、平成 19 年に再び増加し、

平成 21 年 4 月 1 日現在、1,888 人 となっている。 

平成 21 年度当初の待機児童数を全国と比較すると、東京都、神奈川県

に次いで多く、（東京、神奈川、沖縄、大阪、埼玉、千葉の順）沖縄県は

大都市圏以外では待機児童問題が深刻である唯一の県となっている。こ

れを待機率（待機児童数/入所児童数）でみると、沖縄県は 5.9％（全国

1.24％）で全国一位となり全国平均の 4.8 倍となっている。 

 

③ 認可外保育施設 

認可外保育施設は、待機児童の多さと相まって平成 15 年度まで増加傾
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向にあり、その後徐々に減少してきているが、平成 21 年 4 月 1 日現在 433

箇所（昭和 49 年度比 268 カ所増）、入所児童数は 17,201 人（昭和 49 年

度比 15,299 人増）となっている。全国比較（平成 21 年 3 月 31 日現在)

では、箇所数は東京都、神奈川県、埼玉県、大阪府に次いで第 5 位、入

所児童数は全国 1 位となっている。このように認可外保育施設数、同施

設利用者とも多数にのぼる点が、沖縄県の保育環境の大きな特徴となっ

ている。 

 

保育所待機児童の現状（平成 21 年 4 月 1 日現在） 

待機児童数 1,888 人 

・ うち 3歳未満：1,454 人（77％） 

・ うち 3歳以上：  434 人（23％） 

待機率   5.9％（全国 1.24％） 

(待機率:待機児童数／保育所入所児童数) 

 

※ 参考（平成 21 年 10 月 1 日現在） 

待機児童数 2,699 人 

・ うち 3歳未満： 2,160 人（80％） 

・ うち 3歳以上：   539 人（20％） 

 

■認可保育所数と認可外保育施設数の箇所数の推移 
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■認可保育所と認可外保育施設の入所児童数の推移 
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注 1： 認可外保育施設については、設置届対象外施設を含んでいない。 

注 2： 認可保育所は昭和 58 年までは入所定員、以後は入所児童数。 

 

 

（２）今後の保育ニーズの見込み 

① 潜在的待機児童 

上記の市町村窓口でカウントされた待機児童以外にも、潜在的な保育

ニーズがかなりの規模で存在していることが推測される。 

平成 20年 11月に県内の全認可外保育施設を対象に県が行った待機児

童実態調査によれば、集計児童数(14,479 人)の約 33.7％が保育に欠け

ており、かつ、希望する認可保育所に入所できていないと回答した。そ

のうち、認可保育所入所申し込み済みが約 36％（顕在的待機児童）、申

し込みをしていないが約 64％（潜在的待機児童）であった。この潜在的

待機児童を含む待機児童すべてを入所できるようにするためには、約

5,400 人の定員増を図る必要があると見込まれている。 

 

認可外保育施設入所児童実態調査 （H20.11） 

 

 

 集計数 保育に 

欠けない 

保育に 

欠ける 
認可を検討せず＆ 

検討後、認可外を選択

認可を希望

（待機児童）
申請済 

（顕在） 

申請無

（潜在）

14,479 4,004 10,475 5,589 4,886 1,751 3,135 

※ H20.4.1 時点の認可外保育施設利用児童数が 17,312人であることから、

その約 33.7％(4,886/14,479)である 5,834 人が潜在的待機児童も含む

待機児童であると推測。さらに、定員の弾力化分(約 107.1%)を考慮し

て、措置すべき定員増は約 5,400 人分。 
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一方、「保育所への入所を検討しなかった」、または、「保育所入所

を検討したが認可外を選択した」が約 5,600 人いる。これらの児童の保

護者が、認可保育所の整備が進むことによって、新たに認可保育所入所

を検討することは十分考えられることである。 

このような潜在的ニーズは、認可保育所の定員が増加して認可保育所

入所への期待が高まると、入所申し込みを行って顕在化するため、認可

保育所を整備しても直ちにその定員増に見合った待機児童数の解消に

結びつかないと考えられる。沖縄県で数字上成果が見えにくいのは、こ

の潜在的ニーズの高さにあると思われる。 

 

② おきなわ子ども・子育て応援プラン 

平成 22 年 3 月、沖縄県が策定した「おきなわ子ども・子育て応援プラ

ン（沖縄県次世代育成支援行動計画・後期）」においては、平成 26 年度

までに、定員を 34,785 人（平成 21 年度に比べて、4897 人増）とする目

標が掲げられている。 

 Ｈ21 年度（見込） Ｈ26 年度 

認可保育所定員数 29,888 人 34,785 人 

(+4,897 人) 

（参考） 

沖縄県内の市町村が平成21年度中に実施した「次世代育成支援対策推進法に基づ

くニーズ調査」によると、平成29年度の定員の目標値の合計は、36,616人 (+6,113

人)であった。 

 

③ 3 歳未満児の保育サービス利用 

  3 歳未満児の保育サービス利用率をみると、平成 21 年 4 月現在、沖縄

県は 30.9％と、全国平均（21.7％）に比べて高くなっている。 

 

〈3 歳未満児の保育サービス利用率〉 〈認可保育所の定員数〉      

 利用率 

（Ｈ21.4） 

沖縄県 30.9% 

全国 21.7% 

 

 

 

 

 定員数

(H20.4.1) 

定員数 

(H21.4.1)

0～2 歳 14,852 人 15,275 人 

3～5 歳 16,569 人 16,812 人 

合計 31,421 人 32,087 人 
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（3）待機児童の現状と認可外保育施設 

 前述の全認可外保育施設を対象に県が行った待機児童実態調査（平成

20 年 11 月実施）によれば、認可外保育施設に通いつつ認可保育所に申請

している児童（つまり待機児童）が 1,751 人であった。このことから、平

成 21 年 4 月現在の待機児童数 1,888 人の相当数が、認可外保育施設に入所

している実態があるのではないかと推測される。 

例えば、那覇市においては、待機児童 203 名（平成 21 年 4 月現在）のう

ち、58 人が認可外保育施設に入所している。（この他、求職中で家庭で保育

している人が 95 人、祖父母が保育している人が 14 人、一時保育の利用 20

人、勤務先に連れて行っている人が 13 人、ベビーシッター・友人等が 3人） 

    

（4）幼稚園の現状 

沖縄県では、5歳児の就園を重点に公立幼稚園が全小学校に併設されてき

た。このため、就学前の 1 年間は幼稚園に入園するという認識が受け継が

れ、5歳児の公立幼稚園就園率が全国 1位となっている。 

公立幼稚園は、平成 21 年度現在 245 園設置されており、1 年保育が 152

園と最も多くなっている。私立幼稚園は、平成 20 年 5 月現在 35 園設置さ

れており、すべて 3年保育が行われている。 

 

〈公立幼稚園就園率〉 

 3 歳児 4 歳児 5 歳児 

沖縄県 7.3％ 17.3％ 80.8％ 

全国 38.8％ 53.0％ 55.7％ 

〈幼稚園施設数〉                     〈園児数〉    

 1 年保育 2 年保育 3年保育 計   

公立幼稚園 152 施設 87 施設  6 施設 245施設  13,129 人

私立幼稚園 ― ― 35 施設  35施設  3,863 人

 

預かり保育については、公立幼稚園では 134 園、私立幼稚園では 34 園で

実施されており、「おきなわ子ども・子育て応援プラン（後期）」において

も、預かり保育の促進を図ることが掲げられている。 

 

〈預かり保育実施施設数〉 

 H21 年度（見込値） H26 年度（目標値）

公立幼稚園 134（54.6％）   190（77.5％） 

私立幼稚園    34（100％）※休園中を除く。 35（100％） 
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3 当面の取組みによる改善状況 

 

【まとめ】 

○ 「沖縄県安心こども基金」の活用により、平成 21 年度～平成 22 年度にかけ

て、計 51 施設、定員 1,721 人分の保育所が整備される見込み。 

○ 「沖縄県保育所入所待機児童対策特別事業基金」の活用により、認可外保育

施設の認可化を進めることにより、平成 21 年度～23 年度にかけて、1,260

人程度（※推計：約 60 人×21 施設）の保育所定員が新たに確保される見込

み。 

○ したがって、平成 21 年度～平成 23 年度の 3年間で、あわせて約 3,000 人程

度の定員増については計画がされているところ。 

○ しかしながら、5,000～6,000 人という潜在ニーズを満たすためには、さらに

2,500 人～3,000 人程度の受け入れ枠の増が必要と考えられる。 

 

「おきなわ子ども・子育て応援プラン（後期）」によると、沖縄県は、待機

児童の解消に向けて、「沖縄県安心こども基金」及び、平成 20 年度に設置した

「沖縄県保育所入所待機児童対策特別事業基金（以下「待機児童対策基金」と

いう。）」を活用した保育所整備等に取り組んでいく予定である。 

 

（１）沖縄県安心こども基金の活用 

安心こども基金は、待機児童解消を目的として、平成20年度に創設され、

その後の拡充を経て、現在、基金総額は全国で 2700 億円となっている。沖

縄県には約 69 億円配分されている。 

安心こども基金を活用した保育所整備予定は、以下の通りである。 

 

平成 21 年度 22 施設 670 人 

平成 22 年度 29 施設 1,051 人 

計 51 施設 1,721 人 

 

なお、安心こども基金による国の補助率は原則 1／2であるが、沖縄県に

おいては、沖縄振興特別措置法・同施行令に基づき、国の補助率が 3／4と

されている。 
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（2）沖縄県保育所入所待機児童対策特別事業基金の活用 

   待機児童対策基金は、沖縄振興計画に基づき、待機児童解消のための認

可外保育施設の認可化促進及び質の向上を目的として、国と沖縄県が拠出

し、約 10 億円規模で平成 20 年度に創設された。 

待機児童対策基金を活用した保育所整備予定は、以下の通りである。 

  

平成 21 年度 1 施設 60 人 

平成 22 年度 10 施設 600 人 

平成 23 年度 10 施設 600 人 

計 21 施設 1,260 人 

 

なお、平成 22 年 3 月、本基金は、「明日の安心と成長のための緊急経済

対策(平成 21 年 12 月閣議決定)」に位置づけて、制度の拡充を実施した。 

具体的には、 

・ 認可外保育施設が認可を受けることを促進するための施設改善費の上

限の引上げ（700 万円→3000 万円） 

・ 認可外保育施設指導監督基準未達成の認可外保育施設が同基準を達成

するために必要な施設改善費の助成の延長（平成 20 年度限り→平成 23

年度まで） 

・ 認可外保育施設の保育士を対象とした研修事業を実施するとともに、研

修効果を反映するために必要な機材等の購入費の助成の延長（平成 20

年度限り→平成 23 年度まで） 

である。 

  

（参考）待機児童対策基金 

総額:   10 億 3500 万円（国：9億 1600 万円、県：1億 1900 万円） 

基金事業： 

（1）認可化移行期間における支援事業 

認可化のための施設改善費及び認可化するまでの間の運営費を助成 

 （2）認可外保育施設支援事業 

    認可外保育施設指導監督基準未達成の認可外保育施設が同基準を達

成するための施設改善費を助成 

 （3）認可外保育施設研修事業 

     認可外保育施設の保育従事者向けの研修事業等について助成   
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 <認可外保育施設支援事業の実施予定> 

平成 21 年度 0 施設 

平成 22 年度 20 施設 

平成 23 年度 10 施設 

計 30 施設 

 

 

（3）今後の保育ニーズとの関係 

安心こども基金及び待機児童対策基金の活用により、保育所定員は、平

成 21 年度から 23 年度までの間に約 3,000 人増加する予定である。 

2（2）のとおり、待機児童実態調査（平成 20 年 11 月実施）を踏まえ、

潜在的待機児童を含む待機児童すべてが入所できるようにするためには、

5,000～6,000 人程度（平成 20 年度現在で約 5,400 人）の保育所受入れ枠の

増が必要とされていることから、潜在ニーズを踏まえると、さらに 2,500

～3,000 人程度の受入れ枠の増が必要と考えられる。 
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4 スタディ・グループ調査結果 

 

【まとめ】 

○ 県内の待機児童を抱える市町村や県内の全認可外保育施設を対象として、緊

急アンケート調査を実施した。また、県内の保育関係者を対象として、ヒア

リング等を実施した。これらの調査結果等から、今後の待機児童対策につい

ては、以下のような観点が重要であると考えられる。 

  ・既存の制度や基金を活用した認可保育所の整備促進等 

・沖縄の実情にあった形での家庭的保育事業の推進 

・幼稚園の複数年保育と預かり保育の推進 

・認可外保育施設への支援の検討 

 

本スタディ・グループでは、待機児童を抱える市町村（24 箇所）や県内の

全認可外保育施設（472 箇所）を対象に、緊急アンケート調査を行った。加え

て、県内の保育関係者（認可保育所団体、認可外保育施設団体、市町村保育部

署、幼稚園団体）からのヒアリングや現地調査（認可保育所 2箇所、認可外保

育施設 2箇所、公立幼稚園 1箇所）を実施した。 

 

（1）市町村向けアンケート結果概要 

平成 22 年 3 月、市町村の保育施策の実績や予定、考え方について把握す

ることを目的として、沖縄県内の待機児童を抱える市町村 24 箇所にアンケ

ートを実施（回収件数 20 件／回収率 83％）。 

   

① 基本情報 

【児童の保育施設等の利用状況】（回答数：20） 

・ 3 歳未満児の約 32％が保育所を利用していた。また、幼稚園の利用割合

が 4歳児から 5歳児で急増していた（16％→72％）。 

 3 歳未満児 3歳児 4 歳児 5 歳児 

保育所 32% 46% 48% 14% 

認可外保育施設 16% 26% 26% 8% 

幼稚園  4% 16% 72% 

 

【公立幼稚園の園児実数と定員数】（回答数：13） 

 ・ 公立幼稚園の定員充足率（利用園児÷定員）は、約 75％であった。 

（※公立幼稚園の定員数を設定している 13 の市町村のみで集計） 
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  【待機児童が生じている原因】（回答数：19） 

・「保育需要が高く、整備が追いつかない」が 5割以上で最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【待機児童解消のための施策についてのアイデア（自由記述）】（回答数：10）  

-  幼稚園の預かり保育の充実    

-  認可外保育施設の認可化      

-  認可外保育施設への人件費補助（保育士 1人分） 

-  弾力化による定員増 

-  独自の認定保育園の設定 

 

② 保育施策全般について 

【保育所整備の実績及び予定】（回答数：20） 

・H19～H21 で、38 施設を整備し、約 2,000 人の定員増を図ってきた。 

・H22～H24 で、36 施設を整備し、約 2,200 人の定員増を予定。 

  Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ29

保育所整備（増加分） 17 9 12 13 15 8 9 1 

①新設 3 0 3 1 1 0 5 1 

②分園設置 0 0 0 0 0 1 0 0 

③認可外の認可化 6 4 1 4 7 6 4 0 

④その他（増改築 等） 8 5 8 8 7 1 0 0 

保育所定員（増加分） 807 538 589 691 1,043 510 765 217 

①新設 195 0 240 90 180 0 460 90 

②分園設置 0 0 0 0 0 30 0 0 

③認可外の認可化 310 240 120 280 433 390 270 120 

④その他（増改築 等） 302 298 229 321 430 90 35 7 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

保育需要が高く、

整備が追いつかない

保育予算不足で、

整備が進まない

少子化傾向により、

整備が躊躇される

保育サービスの需給

に地域ギャップがある

その他

N=19
待機児童が生じている原因 
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【自治体で独自に実施している待機児童対策（自由記述）】（回答数：18） 

- 指定保育施設制度（浦添市）  ※市独自の認証保育制度。H22 は 4 施設を指定。 

- 臨時保育士の採用（北中城村） 

- うるま市こどもゆめ基金（うるま市）※0～18 歳を対象とした事業を実施（2 億

円） 

 

【待機児童対策を進める上での課題・障害】（回答数：15） 

・回答したすべての市町村が「財政面」をあげている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細意見で主なものは以下の通り。 

（財政面）  認可後の運営費負担が大きい。 

（制度面）  公立保育所の施設整備補助を復活させてほしい。 

（関係者意向）公立保育所の民営化に対し、保護者や保育士の理解を得る

のが難しい。 

（その他）  市の推計人口調査で、少子化傾向であることがわかった。 

   

③ 認可外保育施設について 

【自治体独自の認可外保育施設への支援策（自由記述）】（回答数：9） 

- 保育士の質の向上のための研修会（浦添市、豊見城市、与那原町、沖縄

市） 

- 給食費、教材費、保育園賠償責任保険加入料等への助成（石垣市、那覇

市、北中城村、うるま市、恩納村、沖縄市） 

- 実践の場での指導のため、認可外保育施設への専門講師派遣（那覇市） 

- 障害児保育に関して、認可外の保育士への巡回相談を実施（豊見城市） 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

財政面 制度面 関係者等の意向 その他

N=15
待機児童対策を進める上での課題・障害 
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高くない 0%

それほど高くない

13%

ある程度高い（保

育所整備よりは低

い） 40%

高い（保育所整備

と同等以上）

47%

N=15

【認可外保育施設への支援の必要性及び具体的な支援のあり方】（回答数：15） 

・ 「高い（保育所整備と同等以上）」は約 5 割、「ある程度高い（保育所整

備よりは低い）」が約 4割であった。 

 

・ 具体的な支援のあり方につ

いての意見は以下の通り

（自由記述）。 

 

- 0 歳児、1歳児専門施設への

補助事業の創設 

- 虐待や育児放棄が増加傾向

であることを踏まえて、そ

れにかかる経費や相談員の

増員 

- 認可外保育施設の運営費へ

の補助。 

 

④ 家庭的保育事業について 

【家庭的保育事業の実施状況】（回答数：18） 

・すべての市町村が「現在未実施であり、今後の実施予定も無い」と回答。 

 

【家庭的保育事業の実施を予定していない理由】（回答数：18） 

・「他の保育サービスを優先的に行っている」が約 7割で最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

保育者確保

が困難

保育できる児童

が少なく効果小

他保育サービス

を優先

運営費の市町村

負担大

その他

N=18
家庭的保育事業の実施を予定していない理由 

認可外保育施設への支援の必要性 
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【家庭的保育者の確保が困難な理由】 （回答数：6） 

・「手当が安いため」、「制度の周知が不徹底である」が約 8割を超えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【家庭的保育事業の現行制度の改善点（自由記述）】（回答数：1） 

- 研修が多すぎて負担(石垣市) 

 

⑤ 幼稚園との連携（認定こども園）について 

【認定こども園の設置状況】（回答数：20） 

・すべての市町村が「現在未設置であり、今後の設置予定も無い」と回答。 

 

【認定こども園の設置を予定していない理由】 （回答数：18） 

・「幼児教育と保育を担当する部署の間の連携体制が整っていないため」

が約 6割を超えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

重労働であるため 手当が安いため 制度の周知不徹底 基準が厳しい その他

N=6

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

国庫補助事業

が活用できない

後年度負担

が大きい

他保育サービス

を優先

幼児教育と保育の

部署間連携の不備

その他

N=18

家庭的保育者の確保が困難な理由 

   認定こども園の設置を予定していない理由 
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⑥ 幼稚園との連携（複数年保育と預かり保育）について 

【複数年保育実施の効果と問題点（自由記述）】 （回答数：8） 

・ 複数年保育を実施している自治体を対象に意見を聞いた。 

  <効果> 

-  長期の見通しで社会的生活習慣の育成を図り、教師もゆとりを持ち

指導できる。 

-  異年齢の関わりや集団生活を通して、コミュニケーション能力を育

むことができる。 

-  保育に欠けない 4歳児の公的な教育の場の提供。 

<問題点> 

- 年中児（4 歳児）はほとんど家庭保育で集団生活の経験がない幼児 

である為、現在の定員設定（30 人）では、きめ細かく十分な指導を

するには無理がある。 

-  複数年学級の学校定数が特例されていないため、教師の負担が大き

い。 

-  ニーズの高い園であっても教室スペースがない(増築困難）。 

-  予算の確保（人事）が困難で臨時教諭を配置している。 

 

【複数年保育の推進予定】  （回答数：18） 

・「予定がある」が 56％で、「予定はない」の 44％をわずかに上回った。 

 

【複数年保育を推進しない理由】  （回答数：8） 

・「幼稚園の職員配置の余裕がない」が約 6 割と最も多い一方、「需要がな

い（待機児童対策にも繋がらない）」を回答した市町村はゼロであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

需要がない

（待機児童解消

にならない）

可能な幼稚園がない

（スペースがない）

可能な幼稚園がない

（職員の余裕なし）

教職員や保護者から

反対意見が強い

その他

N=8
複数年保育を推進しない理由 
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  【預かり保育を進める上での課題・障害】 （回答数：17） 

・「職員配置が困難」が約 9 割、「財政的支援が少ない」が約 7 割である

一方、「ニーズが少ない」と回答した市町村はゼロであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ その他 

【現行の保育サービス制度や幼保連携のあり方（自由記述）】(回答数：4) 

- 財政が逼迫しているため、保育所運営費の市町村負担分の軽減を望む。 

- 幼保連携を進めるため、幼稚園の保育に欠ける児童にも保育所と同様

の財政支援を望む。 

- 保育に欠ける要件を撤廃し、保育料を見直して利用者（全ての家庭）

に応分の負担をしてもらうことで、全ての児童が利用可能とすればよ

い。 

 

 

（2）認可外保育施設向けアンケート結果概要 

平成 22 年 3 月、認可化や認可外保育施設指導監督基準達成の意向調査や

現行の保育サービスに対する意見聴取等を目的として、県内の全認可外保

育施設 472 施設を対象にアンケートを実施した（回収件数 376 件／回収率

80％）。 

   

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

ニーズが少ない 財政的支援が少ない 職員配置が困難 その他

N=11
預かり保育を進める上での課題・障害 
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① 基本情報 

【認可外保育施設の保育料】 

・ 0 歳児は 3～4万円、1～5歳児は 2～3万円、6歳児は 1～2万円と設定し

ている施設が最も多かった。また、低年齢児ほど保育料が高い傾向が見

られる。 

 

 0 歳児 1 歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 
6 歳児

以上 

1 万円未満 4 2 3 5 6 7 6 

1 万～2万円未満 5 9 16 24 44 74 106 

2 万～3万円未満 116 234 285 292 271 150 12 

3 万～4万円未満 151 96 52 21 12 10 1 

4 万～5万円未満 5 5 6 6 6 6 2 

5 万円以上 4 5 3 2 2 2 0 

合計（回答施設数） 285 351 365 350 341 249 127 

 

 

（参考）平成 18 年 地域児童福祉事業等調査報告 

<平均月額契約利用料（円）（平成 18 年 10 月 1 日現在）>（全国） 

 
0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 

6 歳児

以上 

認可外保育施設 

（事業所内託児施

設、ベビーホテルを

除く。） 

44,959 41,528 39,088 35,548 32,297 31,602 31,313
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【認可外保育施設の児童数】     

・ 20～39 人の施設が最も多く、約 7

割の施設が 60 人を下回っている。 

（参考）・沖縄県内認可保育所の平均児童数：87 人 

・3 歳未満児のみ入所している施設は 21 施設 

 

【認可外保育施設の保育士率】 

・ 保育従事者の保育士の割合が 3 分

の 1 以下である施設は約 25％であ

り、保育従事者の全てが保育士で

ある施設は約 6％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 認可化意向調査 

【認可化希望】 

・認可化を希望する施設が 6割を超えた（63.9％）。 

 

【認可化するにあたって障害となる事項】 

・「社会福祉法人格の取得のための資金がない」が約 6 割、「施設基準」、「借

地・借家である」等が約 4割。主なその他の意見は、「負債がある（7件）」、

「住宅に併設（6）」、「手続きがわからない（3）」、「少人数保育のため（3）」。 
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認可化するにあたって障害となる事項 

認可外保育施設の児童数 保育従事者の保育士率 
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【施設基準を満たしていない設備】 

・「乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室等の面積」が約 7割で最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【認可化のため待機児童対策基金の活用を検討しているか】 

・検討している 50.2％。検討していない 49.8％であった。 

 

【認可化のために待機児童対策基金を活用しない理由】 

・「基金の活用期間が短い」、「基金を知らなかった」が、それぞれ 3割を

超えている。 
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   児童福祉施設最低基準の設備基準を満たしていない施設 

認可化のために待機児童対策基金を活用しない理由 
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【認可保育所になることを希望しない理由】 

・ 「独自の保育をしたい」が約5割。他意見には、「少人数保育のため（7件）」、

「資金不足（3 件）」、「管理者が高齢のため（2 件）」等があげられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 指導監督基準達成意向調査 

【指導監督基準の達成状況】 

・約 5割の施設が基準を達成し 

ている一方、「達成していない」、 

「基準をよく知らない」施設が 

両方で約 5割となっている。 

 

※ 県の立入り調査では、基準 

達成施設数は、132 箇所。 

  県内認可外施設： 436 箇所 

  基準達成施設：  132 箇所 

  達成率：     30.3％ 

              (※H21.12 時点) 

 

 

【指導監督基準の達成希望】 

・指導監督基準未達成と回答した 

   施設のうち、約 9割の施設が指 

     導監督基準の達成を望んでいる。 
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【指導監督基準を達成するにあたって障害となる事項】 

・「施設基準」、「借地・借家のため」、「保育士募集が困難」が、それぞれ

5割を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指導監督基準を達成していない設備】 

・「乳児室等の面積基準」が約 6 割で最も多く、「屋外遊技場」、「防災設

備」、「トイレ設置数」がそれぞれ約 4割となっている。 
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【指導監督基準達成のため待機児童対策基金の活用を検討しているか】 

・検討している 55.3％、検討していない 44.7％となっている。 

 

【指導監督基準達成のため待機児童対策基金の活用を検討しない理由】 

・「基金が活用できることを知らなかった」が 4 割を超え、「基金を知ら

なかった」も 3割を超えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 保育基準（児童福祉施設最低基準）に 

ついて 

【保育基準についての認識】 

・約 37％が「適当である」とした一方 

     で、約 33％が「全国基準として適切 

     であるが沖縄の実情に合っていない」 

     と回答した。「適当ではない」との回 

     答は約 12％であった。 
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【保育基準が適切でない理由】 

・「職員配置基準が厳しい」が 6 割を超え最も多く、「保育室等の面積要

件が厳しい」が約 5割となっている。 

具体的な理由としては、以下のような意見があげられている。 

- 0～3歳児の職員配置が厳しく、補助がないと保育士の給与が賄えない。 

- 小規模の施設（定員 60 人未満）でも認可してほしい。 

- 保育士募集に対しての応募が少なく、保育士の確保が困難。 

- 県の立入調査の際、基準達成に必要な事項を具体的に教えてほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現行の保育制度や行政に求める支援内容等について（自由記述）】 

・現行の保育制度や行政に求める支援内容等についての意見を聞いたと

ころ、以下のような意見があった。 

 

＜認可外施設への支援を望む声＞ 

- 教材費・給食費等の支援を望む。 

- 1 歳児以上への給食費支援と同様に、0歳児への給食費支援も望む。 

- 乳幼児の職員配置が厳しいため、乳幼児への補助を望む。 

- 指導監督基準を満たしている施設への補助を望む。 

- 借地・借家でも保育基準を満たす園に、人件費等の運営費補助を望む。 

- 指導監督基準を満たしている施設に、固定資産税の減免を望む。 
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＜認可化の条件等に関する声＞ 

- 職員配置基準が厳しく、乳児 3：1では人件費も出ない。 

- 借地・借家や少人数の施設でも認可してほしい。 

- 市町村は、運営費の捻出がきびしいという理由で、認可化を認めていな

い。県の強力な指導が必要ではないか。 

- 認可化の相談窓口を設置してほしい。 

- 認可化するにあたっての説明会の場がほしい。（認可化したくても具体的

な方法が分からない。） 

- 待機児童対策基金についての情報が提供されていない。 

- 認可化する事務経費の負担が大きい。 

  

＜その他＞ 

- 保育士の募集をしても人が集まらない。 

- 保育士資格の受験枠を広げてほしい（高卒でも無認可で 2 年以上保育経

験がある者に受験資格を与える等）。 

- 公立学校給食のような集中調理、配送等ができないものだろうか。 

- 以前行われていた那覇市の保育士派遣事業が活用できれば嬉しい。 

- 指導監督基準達成の印として、ロゴマーク等があれば活用したい。 

 

 

（3） ヒアリング結果概要 

   

・平成 22年 3月 18日、沖縄県内の保育関係者からヒアリングを実施した。 

＜ヒアリング先＞ 

市町村 那覇市こどもみらい部 

認可保育所団体 沖縄県私立保育園連盟 

 日本保育協会沖縄支部 

認可外保育施設団体 沖縄県認可外保育園連絡会 

 沖縄県保育向上連絡協議会 

 沖縄認可外保育ネットワーク 

幼稚園団体 県公立幼稚園会 

 私立幼稚園連合会 

 

・ヒアリングで出た主な意見については以下の通りである。 

            （今後の対応を検討する上での参考とすべきもの） 

（市町村（那覇市）） 
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－ 待機児童の解消には、定員の弾力化や保育所整備で対応予定。 

－ 家庭的保育事業は、研修受講や専用室設置等の条件が厳しく希望者がい

ない。 

－ 認可外保育施設は待機児童の受け皿となっており、市単独で助成してい

る。 

－ 公立幼稚園の複数年保育と預かり保育は、拡大を図っているところ。 

－ 児童福祉施設最低基準は維持すべきであると考える。 

－ 保育料を国基準の 7割に設定していることから、保育所の運営費に対す

る市の負担割合が高くなっている。（国 36%、県 18％、市 25％、保護者

21％） 

 

 （認可保育所団体） 

－ 待機児童の解消は、分園設置促進や定員弾力化等、認可保育所が取り組

むべき。 

－ 3 歳未満児の待機児童が多い点を踏まえて、同児童を対象としている家

庭的保育事業の活用は大事。 

－ 認可外保育施設への支援は基本的に賛成できない。ただし、保育士の質

の向上のための支援は必要。 

－ 待機児童解消のため、公立幼稚園の複数年教育には賛成。 

－ 児童福祉施設最低基準は、維持すべきであると考える。 

 

（認可外保育施設） 

－ 待機児童の解消として、認可外保育施設の認可化促進が必要。しかし、

財政難や少子化傾向を理由に、市町村が認可化を認めない現状がある。 

－ 家庭的保育事業には積極的に賛成できない。沖縄には認可外保育施設が

多数あり、それを上手く活用すべきである。 

－ 認可外保育施設への支援は強く求める。具体的には、認可外保育施設指

導監督基準達成施設への支援や運営費・給食費等への補助。 

－ 幼稚園の複数年教育や預かり保育の拡充は、保育施設の児童減少に繋が

るため賛成できない。 

－ 認可外保育施設指導監督基準は、乳児に対する職員配置は厳しいが、可

能な限り達成すべきものであると考えている。 

 

（幼稚園団体） 

－ 公立幼稚園は、複数年保育・預かり保育を推進しているところ。しかし、

市町村の財源不足が課題。 
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（4）アンケート及びヒアリングの結果からのまとめ 

 

アンケートやヒアリングの結果から、待機児童対策の観点として重要と

考えられるのは、以下の 4つの点である。 

 

① 既存の制度や基金を活用した認可保育所のさらなる整備促進等 

・認可保育所の整備については、今後も着実に進めていく必要がある。 

また、既存の認可保育所についても、定員の弾力化等により、施設を

最大限活用できるよう努めることが必要である。 

・沖縄県の市町村では、認可の基準として、定員 60 人以上であることや

施設が借地・借家でないこと等を設定しているが、認可外保育施設向け

のアンケートでは、小規模施設や借地・借家の施設から認可化を希望す

る声があったため、市町村が設定している認可要件をこうした実情に即

したものに変更することも検討する必要がある。 

 

② 家庭的保育事業の推進 

・待機児童 1,888 人の約 4 分の 3 が 3 歳未満児であることから、家庭的

保育事業の活用は有効であると考えられる。一方、認可外保育施設の関

連団体から、既存の認可外保育施設を利用すべきとの考えが示された。 

・現在、沖縄県の市町村で家庭的保育事業を実施している実績が無いた

め、制度の周知・普及促進が求められるほか、沖縄の実情に即した形態

で、家庭的保育事業を推進していく必要がある。 

 

③ 幼稚園の活用 

・沖縄県内の幼稚園では、5 歳児の 1 年保育が主流であり、3，4 歳児の

多くが認可保育所、認可外保育施設を利用している状況であるため、幼

稚園の複数年教育を推進し、3，4 歳児の幼稚園利用率を高めることが、

待機児童の解消に寄与すると考えられる。 

・沖縄県の教育部局としても、幼児教育の観点から、複数年保育を推進

する方針であるため、これを支援していくことが有効ではないか。 

・更に、複数年保育の推進に加えて、降園後の児童を幼稚園で引き続き

預かる「預かり保育」を拡充することが、より効果的な待機児童の解消

に繋がると考えられる。 
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④ 認可外保育施設への支援 

・多くの市町村が、認可外保育施設は待機児童の受け皿として一定の役

割を果たしているとの認識を示している。一方、認可外保育施設団体か

らは、認可化の促進に加えて、一定の基準を満たした認可外保育施設へ

の支援を求める意見がある。また、全ての子どもは、平等に扱われるべ

きであるとの観点から、認可外保育施設への一律の補助を求める声もあ

る。以上を踏まえて、認可外保育施設の認可化を進めると同時に、認可

外保育施設への支援のあり方について検討する必要がある。 

・認可化の手続がわからないとの意見があることから、手続等について

気軽に相談・支援できる体制を求める意見もある。 

・待機児童対策基金については、活用期間が短いとの意見が多くあった。

また、認可化を希望しているものの基金を知らないとの意見も多いこと

から、基金の周知徹底を図る必要がある。 
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5 今後の対応の方向性 

 

（1）基本的な考え方 

沖縄県における待機児童の現状、緊急アンケート調査の結果等を踏まえ、

待機児童対策に当たっては、3つの基本的な考え方に沿って取組を行う。 

 

ⅰ 既存の制度や基金等で可能なものは最大限に有効活用する。 

 

ⅱ 歴史的な事情により、認可外保育施設が多いなど、沖縄県に特有の事

情に配慮した特別の措置を検討する。 

 

ⅲ 沖縄県と市町村の取組みを前提として、国が必要な支援を行う。 

 

（2）具体的な対応の方向 

このような基本的な考え方の下、具体的な対応の方向としては、例えば、

以下のような取組が考えられる。 

   

① 認可保育所の機能の拡充 

 

・沖縄県においては、小規模な認可外保育施設が多く、また、小規模な施

設でも認可を望む声も多い。 

 

☆ 「分園」や「小規模保育所」の設置など、認可保育所の機能を最大限に 

活用した機動的な整備を図る。 

 

ア 保育所「分園」の設置促進（地域の余裕スペースの活用） 

平成 21 年度第 2次補正予算において、地域の余裕スペースを活用し

た認可保育所「分園」の設置促進等のため「安心こども基金」が積増

しされ、沖縄県の「安心こども基金」には、保育サービス充実のため

約 20 億円が追加配分された。 

平成 22 年 3 月末には、分園等整備のための具体的な制度的課題や問

題点等について各自治体からの情報集約を行い、関係者の連携を図る

ため、内閣府連絡窓口を設けたところであり、この連絡窓口を通じた

相談・支援とフォローアップを行う。 
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イ 沖縄県「安心こども基金」の使途の弾力化 

沖縄県では、「安心こども基金」のうち、保育所整備以外に充てられ

る予定の経費（地域子育て創生事業費など）の一部について、厚生労

働省と協議の上、平成 22 年 2 月、保育所整備への使途変更をしたとこ

ろであるが、今後とも、必要に応じ、同基金の他のメニューの執行状

況等も勘案しながら対応する。 

 

ウ 認可保育所の定員枠の弾力的運用の拡大 

認可保育所の定員枠の弾力的運用の制限（最大 125％）が平成 22 年

度から撤廃されたことを踏まえ、児童福祉施設最低基準を遵守しつつ、

定員の弾力化により、最大限の受入れを行う。 

 

エ 小規模保育所の認可促進 

認可外保育施設向け緊急アンケート調査によれば、沖縄県では、在

所児童数 20～39 人の小規模な施設が最も多く、約 7 割の施設が 60 人

を下回っている。また、小規模な施設でも認可をしてほしいとの声も

多くみられる。 

現行制度においても、低年齢児の保育需要が多いなど一定の要件の

下、定員が 20 人以上 60 人未満の「小規模保育所」の認可も可能とな

っている。 

このため、小規模な認可外保育施設の認可化を促進することとし、

市町村への働きかけと協議を行う。 

 

オ 公立保育所の老朽化対策の促進（あわせて定員を拡充） 

待機児童解消のためには、老朽化した公立保育所を改修する事業を

進め、あわせて定員を拡充することが有効であると考えられるが、公

立保育所の施設整備費については、三位一体の改革が進められた中で、

平成 18 年度に一般財源化されている。しかし、沖縄県においては、沖

縄振興特別交付金が公立保育所の整備費等に充てられていることから、

この交付金の活用による公立保育所の老朽化対策のさらなる推進を検

討する。 

 

※ 沖縄特別交付金：三位一体の改革により廃止された国庫補助負担金

で補助対象としていたものののうち、補助負担率の嵩上げ措置がな

されていた事業で、かつ沖縄県知事が作成する沖縄振興特定事業計
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画に位置づけられた事業に充てる交付金。 

 

② 家庭的保育事業（保育ママ）の推進 

 

・今後 5 年間の次世代育成支援行動計画において、沖縄県内に「家庭的保

育事業（保育ママ）」を実施予定の市町村が一つもない。 

 

☆ 「家庭的保育事業（保育ママ）」の周知と普及を行うとともにその活用

を図る。 

 

ア 家庭的保育事業（保育ママ）の周知・普及促進 

保育需要の増加に対応するため、家庭的保育事業（保育ママ）が実

施され、平成 22 年度からは児童福祉法上の事業として位置付けられて

いる。 

他方、沖縄県が策定した「おきなわ子ども・子育て応援プラン（後

期）」には「家庭的保育事業（保育ママ）」の取組に関する記述がみら

れず、また、市町村向け緊急アンケート調査でも、家庭的保育事業を

計画しているところがない。 

このため、市町村担当者、保育所、認可外保育施設の保育士等に対

する研修や働きかけを行うなど、「家庭的保育事業（保育ママ）」の周

知と普及の促進を図る。その際、ＮＰＯ家庭的保育全国連絡協議会と

連携して実施することが考えられる。 

 

イ 認可外保育施設を活用した家庭的保育の共同実施 

認可外保育施設の一部を「家庭的保育（保育ママ）の共同実施施設」

として位置付け、保育ママが複数人集まる形式で家庭的保育を実施す

ることを検討する。 

特に 0 歳児保育については、認可外保育施設指導監督基準において

も職員配置基準が保育士 1 人につき乳児 3 人となっており、保育ママ

の要件と共通している。また、認可外保育施設向け緊急アンケート調

査において、3 歳未満児のみが入所している施設が 21 施設に上ること

から、要件を満たすことが可能な施設もあるのではないかと考えられ

る。 

さらに、同調査において、低年齢児に特化した「幼児園」としての

認可を望む声もみられたところである。 

なお、「家庭的保育事業ガイドライン」において、児童福祉施設最低
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基準を満たす認可外保育施設も、家庭的保育事業を自ら受託すること

が可能であり、家庭的保育の実施者となりうるとされている。 

※ 家庭的保育事業：市町村長の認定を受けた家庭的保育者が居宅等に

おいて保育を行う事業。職員配置基準は、家庭的保育者 1 人につき

児童 3人以下（補助者がいる場合には 5人以下）。 

 

③ 幼稚園の活用 

 

・沖縄県においては、5 歳児の 8 割が小学校に付設の（公立）幼稚園に通っ

ているという実態があるが、3歳児、4歳児の幼稚園就園率は低い。 

・沖縄県には、認定こども園が一つもない。 

 

☆ 預かり保育の充実（公立幼稚園における実施率は 55％）や低年齢児（3

～4歳児）の受入れを推進することが効果的である。 

☆ 認定こども園の周知と普及を図る。 

 

ア 「預かり保育」の推進 

「おきなわ子ども・子育て応援プラン（後期）」においても「預かり

保育」の取組を推進するとされているが、とりわけ、公立幼稚園にお

ける預かり保育の完全実施に向けて、取組を推進する必要がある。そ

の際、「安心・安全な学校づくり交付金」（補助率：全国 1／3・沖縄 2

／3）を活用することにより、老朽化した公立幼稚園の改築にあわせて、

必要なスペースを確保し、預かり保育の実施場所を整備する取組を推

進することを検討する。 

    

イ 低年齢児（3～4歳児）の受入れ拡大 

沖縄県においては、歴史的事情により、地域の特性として、5 歳児の

約 8 割が公立小学校に付設された公立幼稚園に通うことが慣例となっ

ており、幼小連携には優れた仕組みであるとの指摘もある。 

その反面、幼稚園における 3 歳児、4 歳児の受入れ枠が少なく、待機

児童発生の要因ともなっている。また、子どもの育ちをトータルにみ

ていくという観点からは、5歳児の 1年保育だけでは足りず、2年保育、

3年保育を目指すことが適当である。 

このため、公立幼稚園において、2年保育・3年保育を推進すること

が必要である。その際、「安心・安全な学校づくり交付金」（補助率：

全国 1／3・沖縄 2／3）を活用することにより、老朽化した公立幼稚園
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の改築にあわせて、必要なスペースを確保し、低年齢児受入れの実施

場所を整備する取組を推進することを検討する。 

 

ウ 認定こども園の活用 

沖縄県には「認定こども園」がなく、「おきなわ子ども・子育て応援

プラン（後期）」にも「認定こども園」への取組に関する記述がみられ

ない。市町村向け緊急アンケート調査においても、「認定こども園」の

取組を計画しているところがない。 

こうしたことから、幼稚園における長時間保育のニーズに対応する

ため、例えば、近隣の認可外保育施設と連携して「認定こども園」（幼

稚園型。できるだけ幼保連携型への移行を目指す。）として整備するこ

とを検討する。 

 

エ 放課後児童クラブの活用 

沖縄県では、放課後児童クラブが幼稚園児（5歳児）の降園後の居場

所となっており、厚生労働省と協議の上、特例的に、幼稚園児を放課

後児童クラブの対象として認められている。 

この特例措置は、幼稚園児の二重保育（幼稚園児の降園後の保育施

設の利用）の解消にもつながるものであることから、当該措置を当面

継続することが必要である。 

 

④ 認可外保育施設の認可化及び質の向上に対する支援 

 

・沖縄県においては、認可外保育施設が大きな割合を占めており、平成

21 年度において、433 か所、入所児童数 17,201 人に達している現状に

ある。 

・待機児童のうちかなりの者が認可外保育施設を利用しているという実

態もみられる。 

 

☆ 待機児童解消の有効な手法として認可外保育施設の認可化を促進する 

ための支援を強化するとともに、あわせて、子どもの安全・安心とサー

ビスの質の向上により、健やかな育ちを確保する観点から、支援措置を

行うことを検討する。 

☆ ただし、認可外保育施設における成育環境の固定化につながることのな

いよう質の向上が確保されることが前提となるべきことに留意する必

要がある。 
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ア 「地域の子育て支援拠点」として支援 

沖縄では、歴史的な事情により、認可外保育施設が数多く存在して

おり、保育機能を有する施設として地域に根差し、広く一般的に社会

的に認識されている。同時に、沖縄の認可外保育施設は、必ずしも「保

育に欠ける」児童に限られず子育て家庭にも広く利用されているとこ

ろであり、地域における子育て支援機能も有している。このように、

地域の子育て支援の役割を果たしている認可外保育施設について、沖

縄特別振興対策調整費、次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）

の活用など、県・市町村及び国として、必要な対応を検討する。 

 

イ 一定の質が確保された認可外保育施設への支援 

待機児童の適切な保護を図るため、認可外保育施設指導監督基準を達

成している施設や一定数以上の待機児童を受け入れている施設への期

間限定の支援について検討する。 

例えば、沖縄県が実施している「新すこやか保育事業」の上乗せや待

機児童受入保育施設としての認定などが考えられる。 

なお、沖縄県の立入り調査によれば、認可外保育施設のうち約 30％

が認可外保育施設指導監督基準を満たしているところであり、認可外向

け緊急アンケート調査では、約 50％の施設が基準を達成しているとさ

れている。 

 

ウ 認可促進のための支援・相談体制の整備 

認可外保育施設向け緊急アンケート調査によれば、認可化を希望し

ているものの、具体的な方法や事務処理がわからないために具体的な

行動に踏み切れないとの声も寄せられたところである。 

このため、認可化の「好事例集」や「認可化マニュアル」を作成す

るとともに、担当員（認可化支援アドバイザー（仮称））や認可化の支

援・相談窓口を設けて、認可化を希望する認可外保育施設事業者が、

随時相談できる仕組みとする。 

また、認可外保育施設を対象にした研修を行う際に認可保育所の最

低基準や社会福祉法人の設立要件についても周知を図る。 

さらに、認可化に要する事務の繁雑さが負担となっていることから、

新たに「待機児童対策基金」の対象を事務経費にも拡大することが考

えられる。 
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⑤ 円滑な推進体制の整備等 

 

・「待機児童対策基金」による支援等について、現場の認可外保育施設の事

業者に情報が伝わっていない。 

 

☆ 現行の「待機児童対策基金」に関する情報の周知や、市町村の保育事業

への取組み促進を図るため、関係者から成る協議会等を通じて、連携・

協力体制を強化する。 

 

ア 「待機児童対策基金」による認可化支援事業等の周知徹底 

認可外保育施設向け緊急アンケート調査によれば、基金の存在を知

らなかったとする施設が約 3割に上っている。また、「待機児童対策基

金」による認可外保育施設指導監督基準未達成の施設に対する施設改

善費の助成について、同基準を満たしていた施設が同基準を満たさな

い状況となった場合には助成対象外となる、と受け止めている事業者

もいる。 

このため、待機児童対策基金の趣旨を周知徹底し、有効活用を図る。 

 

イ 「待機児童対策基金」の継続（平成 24 年度～）の検討 

認可外保育施設向け緊急アンケート調査によれば、約 6 割の施設が

認可化を希望しており、「認可化を希望している時期が基金措置期間

（平成 20 年度～23 年度）からはずれている」とする施設が 3割以上に

上っている。 

このため、基金措置期間以降も認可化を促進するため、基金の活用

状況をみながら、待機児童対策基金の継続について検討する。 

 

ウ 認可外保育施設と認可保育所との「連携・提携」の仲介 

認可外保育施設が、認可化や質の向上の観点から、近隣の認可保育

所に助言・支援を求める場合、両者の連携・提携の橋渡しを行う。将

来的には、連携・提携した認可外保育施設については、認可保育所の

「分園」や「家庭的保育」の実施主体になることが期待される。 

 

エ 沖縄県・市町村・保育関係者との連携強化 

認可外保育施設向け緊急アンケートによると、待機児童対策基金に

よる支援等について、現場の認可外保育施設の事業者に情報が伝わっ

ていない状況が確認された。また、市町村が新たな認可保育所の設置
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認可に消極的であるとの意見も見られたところである。 

このため、待機児童対策基金による認可化や家庭的保育事業（保育

ママ）の推進など新たな事業展開へ向け、沖縄県、市町村をはじめ認

可保育所、認可外保育施設事業者、幼稚園関係者及び有識者等からな

る意見交換の場（「地域連絡推進協議会（仮称）」）を設ける。 

 

オ 福祉人材バンクの活用促進 

認可保育所団体や認可外保育施設団体からのヒアリングから、保育

士の確保が困難であるとの声が寄せられたところである。 

このため、資格を持ちながら保育士として働いていない者の福祉人

材バンクへの登録を促し、県内の認可保育所や認可外保育施設等への

就職の円滑化を図る。 

 

 

（3）今後の進め方 

「（2）具体的な対応の方向」は、沖縄における待機児童解消のために考

えられる対応策を掲げたものであるが、その内容は、運用改善で可能なも

のから、制度改正が必要なものまで多岐にわたっている。 

このため、これらの対応策の実施・検討にあたっては、以下のような対

応の進め方を視野に入れながら、段階的に着実に行っていく必要がある。

（別添）。 

 

Ａ 速やかに対応するもの 

当面の運用改善等で実施できるものは、速やかに実施する。 

 

Ｂ 平成 23 年度予算要求も含め、早急に検討を開始するもの 

当面の運用改善等に当たりさらに検討が必要なものや予算面での対応

が必要なものについては、平成 23 年度予算要求に反映することも含め、

早急に検討を開始する。 

 

Ｃ 子ども・子育て新システムを見据えた対応を行うもの 

幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制

度の構築については、すべての子どもの健やかな育ちを基本に置きつつ、

社会全体で費用を負担する仕組みにより財源確保を図りながら、平成 23

年通常国会までに所要の法案を提出することとされている。 

これを受け、新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の
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構築についての検討を進めるため、「子ども・子育て新システム検討会議」

が開催されており、平成 22 年 4 月 27 日には「基本的方向」を取りまと

めたところである。 

同会議で議論されている幼保一体化や多様な保育サービスの提供等の

新システムは、平成 25 年度の施行を目指すこととされているが、本格的

な施行までの間、待機児童が多い沖縄県において、先駆的・モデル的な

事業としての実施を検討することが考えられる。 

 

Ｄ 今後の沖縄振興策の議論の中で検討するもの 

平成 23年度末に沖縄振興特別措置法が期限を迎えることを受け、現在、

沖縄振興審議会において「現行計画後を展望した今後の沖縄振興のあり

方」について議論が進められているところである。平成 24 年度以降にも

及ぶ措置については、同審議会の議論を踏まえる必要があることから、

本提言の内容を同審議会における議論に反映させたうえで、その結果を

踏まえて、対応を行うものとする。 

 

 

（4）留意すべき課題 

 

① 市町村における保育所運営費の負担 

緊急アンケート調査結果等によると、市町村においては、後年度の保

育所運営費負担の増加への懸念から、認可保育所の設置に消極的な姿勢

にならざるをえないという実態がある。 

他方、多くの県内市町村において、単独事業として保護者の保育料負

担の軽減措置等を実施している実態が見られる。 

国と地方の費用負担、地方における財源の確保、地方単独事業の在り

方等の課題については、沖縄県に限らず、全国的な課題として検討が必

要である。 

 

② 財源の確保等 

本提言の具体化については、必要に応じて関係省等との調整を行うほ

か、財源の確保について、毎年度の予算編成過程において検討すること

が必要である。 

 

 



（別添）

対応 備考

ア 保育所「分園」の設置促進(地域の余裕スペースの活用)

「安心こども基金」の追加配分（約20億円）により、地域の余裕スペースを活
用した「分園」の設置を推進することとし、内閣府連絡窓口を通じた相談・支
援とフォローアップを行う。

Ａ
・平成22年3月末に関係省庁連名で全国に「地域の余裕スペースの活用促進」に関す
る通知を発出するとともに、内閣府連絡窓口を設けたところであり、国と沖縄県が
協力して相談・支援とフォローアップを着実に実施する。

イ 沖縄県「安心こども基金」の使途の弾力化

「安心こども基金」のうち、保育所整備以外に充てられる予定の経費（地域子
育て創生事業費など）について、緊急的に必要な保育所整備への使途変更を認
める。

Ａ

・沖縄県が「安心こども基金」の使途を保育所整備に重点化する使途変更につい
て、厚生労働省と協議を行いながら実施する。
・平成22年2月に一部使途変更されたところであるが、今後とも、必要に応じ、同基
金の他のメニューの執行状況等も勘案しながら対応する。

ウ 認可保育所の定員枠の弾力的運用の拡大

児童福祉施設最低基準を遵守しつつ、定員の弾力化により、最大限の受け入れ
を行う。（平成22年度より弾力化の制限（125％まで）が撤廃）

Ａ
・定員弾力化の拡大の趣旨について、あらためて沖縄県から各市町村に周知徹底す
るとともに、その実施を促進する。

エ 小規模保育所の認可促進

Ｂ ・待機児童対策基金を活用した認可化促進事業において支援策の検討を行う。

Ｃ
・子ども・子育て新システムの「多様な給付メニュー」のうち、「小規模サービ
ス」に関する先駆的・モデル的事業を沖縄で試行することについて検討する。

オ 公立保育所の老朽化対策の促進（あわせて定員を拡充）

老朽化した公立保育所を改修する事業を進め、あわせて定員を拡充する。
Ｄ

・現振興計画期間内（～H23年度）においては、公立保育所の整備費に沖縄振興特別
交付金が充当されている。引き続き、計画期間後（H24年度～）についても、振興審
議会の議論を踏まえて検討する。
※沖縄振興特別交付金：三位一体の改革により廃止された国庫補助負担金のうち、
補助負担率の嵩上げ措置がなされていた事業に充てる交付金

具体的な対応の方向

具体的な対応策

小規模な認可外保育施設（定員60人未満）の認可化を促進することとし、市町
村への働きかけと協議を行う。

Ｃ：子ども・子育て新システムを見据えた対応

Ｄ：今後の沖縄振興策の議論の中で検討

①認可保育所の機能の拡充

Ａ：速やかに対応

Ｂ：平成23年度予算要求も含め、早急に検討を開始
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対応 備考具体的な対応策

ア 家庭的保育事業（保育ママ）の周知・普及促進

市町村担当者、保育所、認可外保育施設の保育士等に対する研修や働きかけを
行うなど、「家庭的保育事業（保育ママ）」の周知と普及の促進を図る。

Ａ
・「安心こども基金」を活用し、沖縄県が研修事業を実施するなどにより、家庭的
保育に関する周知と普及を推進する。
・その際、ＮＰＯ家庭的保育全国連絡協議会などと連携協力する。

イ 認可外保育施設を活用した家庭的保育の共同実施

Ｂ

・「家庭的保育事業ガイドライン」の要件を満たしているかどうか必要に応じて厚
生労働省に照会を行いつつ、認可外保育施設において家庭的保育事業の実施が可能
であることを沖縄県内自治体や認可外保育施設に周知を行い、その活用を図るとと
もに、必要に応じて、沖縄県において事例集等を作成する。

Ｃ
・子ども・子育て新システムの「多様な給付メニュー」のうち、「家庭的保育」
「小規模サービス」に関する先駆的・モデル的事業を沖縄で試行することについて
検討する。

ア 「預かり保育」の推進

Ａ
・「安心・安全な学校づくり交付金」（補助率：全国1／3・沖縄2／3）の活用等に
より、取組を進める。

Ｃ ・「幼保一体化」を含めた子ども・子育て新システムの活用を目指す。

イ 低年齢児（３～４歳児）の受入れ拡大

Ａ
・「安心・安全な学校づくり交付金」（補助率：全国1／3・沖縄2／3）の活用等に
より、取組を進める。

Ｃ ・「幼保一体化」を含めた子ども・子育て新システムの活用を目指す。

ウ 認定こども園の活用

Ｂ ・沖縄県において、認定こども園の整備促進方策について検討する。

Ｃ ・「幼保一体化」を含めた子ども・子育て新システムの活用を目指す。

エ 放課後児童クラブの活用

沖縄県では、放課後児童クラブが幼稚園児（５歳児）の降園後の居場所となっ
ており、特例的に、幼稚園児を放課後児童クラブの対象として認められている
が、当該措置を当面継続する。

Ａ ・現行の特例措置の継続について、厚生労働省と協議を行う。

公立幼稚園における預かり保育の完全実施に向けて、取組みを推進する。その
際、老朽化した公立幼稚園の改築にあわせて、必要なスペースを確保し、預か
り保育の実施場所を整備する取組を推進することを検討する。

②家庭的保育事業（保育ママ）の推進

認可外保育施設（の一部）を「家庭的保育（保育ママ）の共同実施施設」とし
て位置付け、保育ママが複数人集まる形式で家庭的保育を実施することを検討
する。

③幼稚園の活用

公立幼稚園において２年保育･３年保育を推進する。その際、老朽化した公立
幼稚園の改築にあわせて、必要なスペースを確保し、低年齢児受入れの実施場
所を整備する取組を推進することを検討する。

幼稚園における長時間保育のニーズに対応するため、例えば、近隣の認可外保
育施設と連携して「認定こども園」（幼稚園型。できるだけ幼保連携型への移
行を目指す。）として整備することを検討する。
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対応 備考具体的な対応策

ア 「地域の子育て支援拠点」として支援

Ｂ
・次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）の活用を検討する。また、沖縄に特
有の事情を踏まえ、沖縄振興策等の一環（沖縄振興特別調整費の活用等）として検
討を行う。

Ｄ
・現沖縄振興計画期間（H14～H23）以降の措置については、沖縄振興審議会の議論
の中で検討していく。

イ 一定の質が確保された認可外保育施設への支援

Ｂ
・沖縄県において、制度の拡充について検討する。その検討状況や沖縄に特有の事
情を踏まえ、沖縄振興策等の一環（沖縄振興特別調整費の活用等）として検討を行
う。

Ｄ
・現沖縄振興計画期間（H14～H23）以降の措置については、沖縄振興審議会の議論
の中で検討していく。

ウ 認可促進のための支援・相談体制の整備

認可化の「好事例集」や「認可化マニュアル」を作成するとともに、担当員
（認可化支援アドバイザー（仮称））や認可化の支援・相談窓口を設けて、認
可化を希望する認可外保育施設事業者が、随時相談できる仕組みをとする。ま
た、研修の際に認可保育所の最低基準や社会福祉法人の設立要件等についても
周知を図る。
認可化に要する事務の繁雑さが負担となっていることから、新たに事務経費に
ついて財政支援を行うことを検討する。

Ａ

・沖縄県において、認可化の「好事例集」や「認可化支援マニュアル」を作成する
とともに、認可化の支援・相談窓口を設置し担当員（認可化支援アドバイザー（仮
称））を明確にし、周知を図る。
・認可化にあたっての県、市町村の役割や担当窓口の周知を図る。
・「待機児童対策基金」の対象を事務経費にも拡大することを検討する。

④認可外保育施設の認可化及び
質の向上に対する支援

沖縄では、歴史的な事情により、認可外保育施設が数多く存在しており、保育
機能を有する施設として広く一般的に社会的に認識されている。同時に、沖縄
の認可外保育施設は、地域における子育て支援機能も有している。このよう
に、地域の子育て支援の役割も果たしている認可外保育施設について、県・市
町村及び国として、必要な対応を検討する。

待機児童の適切な保護を図るため、認可外保育施設指導監督基準を達成してい
る施設や一定数以上の待機児童を受け入れている施設への期間限定の支援につ
いて検討する。
例えば、「新すこやか保育事業」の上乗せや待機児童受入保育施設としての認
定などが考えられる。
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対応 備考具体的な対応策

ア 「待機児童対策基金」による認可化支援事業等の周知徹底

待機児童対策基金の趣旨を周知徹底し、有効活用を図る。
※約３割の事業者が待機児童対策基金について知らないという実態。
※「待機児童対策基金」による認可外保育施設指導監督基準未達成の施設に対
する施設改善費の助成について、同基準を満たしていた施設が同基準を満たさ
ない状況となった場合には助成対象外となる、と受け止めている事業者もい
る。

Ａ
・沖縄県において、市町村等との連携を強化し、認可外保育施設の研修等、様々な
機会を通じて待機児童対策基金の趣旨について周知し、有効活用を図る。

イ 「待機児童対策基金」の継続（平成２４年度～）の検討

基金措置期間（Ｈ２０～２３年度）以降も認可化を促進するため、待機児童対
策基金の継続について検討する。
※    約６割の事業者が認可化を希望しており、「認可化を希望する時期が基
金措置期間からはずれている」とする施設が３割以上。

Ｄ
・現沖縄振興計画期間（H14～H23）以降の継続については、沖縄振興審議会の議論
の中で検討していく必要がある。その際、待機児童対策基金の活用状況についても
勘案する必要がある。

ウ 認可外保育施設と認可保育所との「連携・提携」の仲介

認可外保育施設が、認可化や質の向上の観点から、近隣の認可保育所に助言・
支援を求める場合、両者の連携・提携の橋渡しを行う。

Ａ
・沖縄県において担当員（認可化支援アドバイザー（仮称））を配置し、市町村と
連携しながら当事者に対して必要な助言等を行う体制を整備する。

エ 沖縄県・市町村・保育関係者との連携強化

待機児童対策基金による認可化や家庭的保育事業（保育ママ）の推進など新た
な事業展開へ向け、沖縄県、市町村をはじめ認可保育所、認可外保育施設、幼
稚園関係者及び有識者等からなる意見交換の場（「地域連絡推進協議会」（仮
称））を設ける。

Ａ ・沖縄県において、定期的に「地域連絡推進協議会（仮称）」を開催する。

オ 福祉人材バンクの活用促進

資格を持ちながら保育士として働いていない者の福祉人材バンクへの登録を促
す等、県内の認可保育所や認可外保育施設等への就職の円滑化を図る。

Ｂ
・沖縄県福祉人材研修センターが行っている「福祉人材の養成確保事業」を効果的
に活用し、認可保育所への保育士の就職を促進するとともに、認可外保育施設への
対応について検討を行う。

⑤円滑な推進体制の整備等
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（参考） 
「沖縄待機児童対策スタディ・グループ」について 

 

１ 趣旨 
・ 沖縄待機児童問題の改善に向けて、沖縄県の要望等に基づき、国と県とが協力し

て、現状分析、課題の整理、解決の方向性についての提言等を行う。 

・ その成果は、予算編成等における検討のほか、沖縄振興審議会の議論に反映させ

るとともに、子ども・子育て新システム検討会議において検討中の「新システム」

の実現についても視野にいれつつ、施策の具体化を図る。 
 

２ 開催実績 
 第１回会合 平成２２年２月１７日（水） 

[議題] ・沖縄待機児童対策スタディ・グループ（SG）について 

・子育て支援対策について 

・子育て支援の沖縄振興計画における位置づけ 

・沖縄の子育て支援の取組・実情について 

・その他・意見交換 
 

第２回会合 平成２２年３月１８日（木） 

[議題] ・保育関係者等からのヒアリング 

保育所団体 

市町村（那覇市） 

認可外保育施設団体 

幼稚園団体 

・その他・意見交換 
 

第３回会合 平成２２年４月２２日（木） 

[議題] ・沖縄待機児童対策 S・G（第２回）のヒアリング及び現地調査の報告 

・アンケートの結果について 

・意見交換・その他 
 

第４回会合 平成２２年６月１日（火） 

[議題] ・沖縄待機児童対策スタディ・グループ提言（案）について 

・意見交換・その他 
 

３ 構成メンバー 
（座長）泉  健太  内閣府大臣政務官（少子化対策、沖縄及び北方対策） 

 
福下 雄二  内閣府審議官 

松田 敏明  内閣府政策統括官（共生社会政策担当） 

清水 治   内閣府沖縄振興局長 

岡田 太造  内閣府子ども若者・子育て施策総合推進室長 

    奥村 啓子  沖縄県福祉保健部長 

（幹事） 

川又 竹男  内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付少子化対策担当参事官 

中村 裕一郎 内閣府沖縄振興局事業振興室長 

    田端 一雄  沖縄県福祉保健部青少年・児童家庭課長 
       

※その他、共生社会政策担当、沖縄振興局、沖縄県の職員を含む。 

※オブザーバーとして、厚生労働省の職員が参加。 


